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はじめに
直接雇用する労働者数を最小限にとどめながら必要な労働力をそうした関係の外部から調達
しようとする手法，すなわちアウトソーシングの手法が喧伝され，また導入が進んでいること
は周知の通りである。その流れの中には，派遣や請負を業とする企業による雇用契約を経る形
態のアウトソーシングのほかに，一切の雇用契約を経ずに，各々の労働力を独立の事業者とし
て扱うことを通じて必要労働力を調達しようとするものもある。雇用関係を経ないこうした労
働力は，場合によってセルフ・エンプロイド，インデイペンデント・コントラクター(または
デイペンデント・コントラクター)，あるいは日本の建設産業では一人親方等と呼称されるが，
本稿ではこれをひとまず自営的就業者と称する。
英米，とりわけイギリスにおいてこの就業形態が1980年代から激増したことは別稿で述べた
(吉村臨兵 [98J) 。その就業にまつわる問題点については，広く派遣や請負との関連も背景に
していくつかの業種について共同研究を行ったところである(鎌田耕一 [99J) 。本稿もその延
長線上のものであるが，ここでは自営的就業がどのような職業に分布しているのかについて改
めて検討したい。なるほどいくつかの職業分野については個別的に自営的就業の実態と問題点
が浮き彫りにされ始めているが，人口統計の上でその種の就業形態の増減が果たしてつかめな
いものかどうかというのが本稿の動機である。
そこで，主に1995年と 1980年の国勢調査の結果を用いて，自営的就業の分布と傾向を職業別
に探ろうとするのが I 章である。ことがらの性質上，煩雑な記述となったが，このことを通じ
て自営的就業化の傾向についての特徴を，ある程度は職業ごとに区分できるようになるはずだ。
また，それでも国勢調査に現れない自営的な就業のあり方について補足的に述べようとするの
がII章である。
なお，本稿は，平成 9 年度-10年度の文部省科学研究費補助金ならびに平成10年度奈良産業
大学経済学会特別研究助成を得た研究成果の一部である。
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I 国勢調査に表れる自営的就業
1. 全体的傾向と現状
人口統計によって自営業者数と日本の労働市場の枠組を関連づけた比較的最近の労作に，野
村正賓 [98J がある。それによると，労働力人口のいわば遊水池としての「自営業モデル」が，
徐々に機能しなくなってきているということだ。国勢調査によって非農林業分野の全体的な推
移を見ても，表 1 のとおり 1980年を境に「雇人のある業主J ， í雇人のない業主J ， í家族従業者」
が各々減少傾向に入っており，このことは改めて確認できる。
これに対し本稿の主たる関心は，前述のとおり，雇用契約なき使用とでも表現できる就業形
態である。従って「店j や「工場j などの拠点を持つ小規模自営業者よりも，そうしたものを
持たない就業者をあぶり出すために，特に「雇人のない業主」を中心にして考察することにし
た。そこでまず，現時点においてそうした地位の就業者の多い職業を一覧したものが表 2 であ
る。言わずもがなの職業も数多く並んで、いるほか，何かしら前時代的な印象を呼び起こすもの
もあって，衰退過程にあるものとそうで、ないものが雑多に登場してくる。
2. 職業ごとの自営的就業化
そこで， í 自営的就業化」の傾向を見いだすために， í雇人のない業主j の増加した職業を，
その増加の度合いの高いものについてみたのが表 3 である。これは， 1995年に「雇人のない業
主」が5000人以上いたか，または比重 1 割以上を占めた職業のうちで， í雇人のない業主」の同
一職業における比重が1980年とくらべて上昇したものを，その上昇率の高いものから順に並べ
一---------ーーー総 数
雇人のある業主
雇人のない業主
家族従事者
家庭内職者
出所: W国勢調査報告J，各年。
表 1 非農林業部門における雇用者および非雇用者推移
05歳以上就業者数)
1960 1970 1980 1990 
29, 345 42, 023 49, 648 57, 274 
000. 0) 000. 0) 000.0) 000.0) 
1, 032 1, 535 1, 967 1, 847 
(4.5) (3.7) (4.0) (3. 2) 
3, 101 3, 395 4, 021 3, 696 
00.6) (8.1) (8.1) (6.5) 
2, 179 3, 094 3, 421 2, 660 
(7.4) (7.4) (6.9) (4.6) 
325 817 648 493 
0.1) (1. 9) (1. 3) (0.9) 
(単位:千人)
1995 
60, 337 
000.0) 
1. 840 
(3.0) 
3, 647 
(6.0) 
2, 396 
(4.0) 
285 
(0. 5) 
注: I非農林業部門」として各カテゴリーの総就業者数から産業大分類の「農業J， I林業J ， I漁業」を除いた。カッコ内は各
年における「総数」に対する比率(%)。
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表 2 r雇人のない業主J の比重が高い職業上位30種 0995年)
職業( r中分類」の「小分類J ) I 比重
「家事サービス職業従事者」の「家政婦J 100.0 
「文芸家，記者，編集者」の「文芸家，著述家J I 73.8 
「美術家，写真家，デザイナー」の「彫刻家，画家，工芸美術家J I 73.7 
「商品販売従事者J の「商品訪問・移動販売従事者J I 71.0 
「音楽家，舞台芸術家」の「音楽家j 合算 68. 9 
「輸送機械組立・修理作業者」の「自転車組立工・修理工J I 54.0 
「商品販売従事者J の「小売店主J I 52.7 
「衣服・繊維製品製造作業者」の「男子服仕立工J 52. 3 
「保健医療従事者」の「あん摩マッサージ指圧師，はり師，きゅう師，柔道整復師J I 50.5 
「商品販売従事者」の「卸売店主J I 48.7 
「外勤事務従事者」の「その他の外勤事務従事者J 48. 6 
「その他の専門的・技術的職業従事者」の「個人教師」合算 I 40.6 
「公認会計士，税理士」の「公認会計士，税理士J I 40.0 
「建設作業者」の「畳工J I 39.4 
「商品販売従事者」の「再生資源卸売・回収従事者J I 39.1 
「その他の技能工・生産工程作業者」の「印判師J I 37.9 
「生活衛生サービス職業従事者」の「理容師(見習いを含む)J I 35.4 
「販売類似職業従事者」の「質屋店主・店員J I 34.4 
「木・竹・草・つる製品製造作業者」の「竹細工工J I 33.5 
「その他の技能工・生産工程作業者」の「洋傘組立工J 33.4 
「接客・給仕職業従事者」の「旅館主・支配人・番頭J 33.0 
「接客・給仕職業従事者」の「芸者，ダンサーJ I 32.0 
「衣服・融維製品製造作業者」の「婦人・子供服仕立工J I 31. 3 
「販売類似職業従事者」の「不動産仲介入・売買人J I 31. 2 
「その他の技能工・生産工程作業者」の「表具師J I 30.8 
「美術家，写真家，デザイナー」の「写真家，カメラマンJ I 29.9 
「商品販売従事者」の「飲食店主J I 28.9 
「商品販売従事者」の「商品仲立人J I 25. 7 
「木・竹・草・つる製品製造作業者」の「草・つる製品製造工J 25. 1 
「その他の技能工・生産工程作業者」の「漆塗師，まき絵師J I 24.9 
出所: ~平成 7 年国勢調査報告』
たものだ。もっとも， <41> の「家政婦」は， r雇人のない業主j の比重が常に100.0%であっ
て上昇しているわけではないが，比重の上昇と下降を区分するわかりやすい境界として挙げて
おいた。
まず， <01>の「他に分類されない労務作業者j が比重で6.6倍，実数で9.4倍と大きく自営
的就業化の進展を見せている。この「他に分類されない」というカテゴリーは，国勢調査の項
目として職業小分類のカテゴリーが確立していないものがひとまとめにされているものだ。従
って，そういう部分での自営的就業化は，新しい職業分野でのものとも考えられるし， r雇人の
ある業主」の廃業過程のようにも考えられ，どうにもとらえどころがない。また，全就業者に
対する比重が2.8% と少ないことからしても，何らかの結論を導き出すのは難しい。ただし， r雇
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表 3 I雇人のない業主J の比重が上昇した職業 0995年)
比重の 実数の
職業(1中分類」の「小分類J ) 実数 比重 対 対(人) (%) 80年比 80年比
(%) (%) 
く 01> íその他の労務作業者」の「他に分類されない労務作業者」 28, 313 2.8 660 936 
く 02> íその他の技能工・生産工程作業者」の「包装工」 8. 197 2. 1 441 652 
<03> í技術者」の「情報処理技術者」 9. 786 1.6 348 1623 
く 04> íその他のサービス職業従事者j の「広告宣伝員」 11. 975 19.4 336 697 
く 05> í外勤事務従事者」の「集金人」 15, 217 23. 4 290 243 
く 06> í外勤事務従事者」の「その他の外勤事務従事者」 16, 565 48.6 244 445 
く 07> íその他の労務作業者」の「清掃員J 26, 001 3. 6 237 462 
<08> í衣服・繊維製品製造作業者」の「和服仕立工」 6, 889 18.0 215 96 
<09> í衣服・繊維製品製造作業者」の「婦人・子供服仕立工」 10, 067 31. 3 191 5 
< 10> í製糸・紡織作業者」の「揚返工，かせ取工」 266 15. 3 177 61 
< 1> íその他の専門的・技術的職業従事者」の「他に分類されない専門的・技術 55, 581 20. 8 167 285 
的職業従事者」
< 12> íその他の技能工・生産工程作業者」の「洋傘組立工」 449 3. 4 152 40 
< 13> í建設作業者」の「その他の建設作業者」 61 , 064 10.6 151 167 
<14> í公認会計士，税理士」の「公認会計士，税理士」 25.915 40. 0 151 238 
< 15> í窯業・土石製品製造作業者」の「陶磁器工」 6.550 13. 0 148 122 
< 16> í印刷・製本作業者」の「文選工，文字組版作業者」 3, 413 10.7 140 83 
< 17> í運搬労務作業者」の「配達員」 79. 725 10.4 136 249 
<18> íパルプ・紙・紙製品製造作業者」の「紙器製造工」 5, 836 9. 6 135 131 
< 19> íその他の事務従事者」の「速記者， タイピスト」 5, 575 12. 7 133 71 
<20> í文芸家，記者，編集者」の「文芸家，著述家J 23, 061 73. 8 131 175 
<21> í衣服・繊維製品製造作業者」の「その他の衣服・繊維製品製造作業者j 14, 519 7. 4 131 120 
<22> í木・竹・草・つる製品製造作業者」の「船大工」 720 2. 3 128 47 
く 23> í商品販売従事者」の「飲食店主J 112, 727 28. 9 128 146 
<24> í音楽家，舞台芸術家J の「音楽家」合算 86, 576 68. 9 126 168 
<25> í衣服・繊維製品製造作業者J の「刺しゅう工」 3, 364 18.0 125 101 
<26> í輸送機械組立・修理作業者」の「自動車整備工」 38, 354 8.0 125 139 
<27> í時計・計器・光学機械器具組立・修理作業者j の「時計組立工・修理工」 1. 128 16.6 122 20 
<28> íその他の技能工・生産工程作業者」の「がん具製造工」 1. 956 11. 4 122 62 
<29> í建設作業者」の「土木工，舗装工」 26. 128 2. 8 121 125 
<30> í阪売類似職業従事者」の「保険代理人・外交員」 44, 309 8. 3 119 184 
<31> í木・竹・草・つる製品製造作業者」の「草・つる製品製造工」 2, 692 25. 1 119 72 
<32> í文芸家，記者，編集者」の「記者，編集者」 7.086 7.5 117 143 
<33> í製糸・紡織作業者」の「編物工，編立工」 5. 180 16.3 117 52 
<34> í衣服・繊維製品製造作業者」の「男子服仕立工」 11. 334 52.3 115 31 
<35> í船舶・航空機運転従事者j の「船長・航海士・運航土(漁ろう船を除く) , 3.073 10.6 115 97 
水先人」
<36> í製糸・紡織作業者」の「織機準備工」 1. 120 12.4 113 47 
<37> í衣服・繊維製品製造作業者j の「ミシン縫製工」 28, 691 5. 4 112 97 
<38> íその他の技能工・生産工程作業者」の「他に分類されない技能工・生産工 17, 539 7. 0 11 128 
程作業者」
く 39> í木・竹・草・つる製品製造作業者」の「木工」 5, 645 14.7 110 81 
<40> í輸送機械組立・修理作業者J の「自転車組立工・修理工」 14, 010 54.0 110 109 
<41> í電気作業者」の「電気工事人」 55, 300 12.7 109 136 
く 42> í電気機械器具組立・修理作業者」の「電気機械器具組立・修理工」合算 24, 037 2. 7 106 121 
<43> íその他の技能工・生産工程作業者」の「漆塗師.まき絵師」 3.995 24. 9 104 7 
<44> í商品販売従事者」の「商品訪問・移動販売従事者」 60.261 71.0 104 82 
く 45> í建設作業者」の「配管工，鉛工」 33.451 9.4 103 133 
<46> íその他の技能工・生産工程作業者」の「かぱん・袋物製造工」 6.252 17.8 103 72 
<47> í木・竹・草・つる製品製造作業者j の「その他の木・竹・草・つる製品製 6.629 11. 1 102 72 
造作業者」
<48> í建設作業者」の「大工」 187.721 24.6 102 83 
<49> í建設作業者」の「れんが積工，タイル張工」 16. 221 23. 7 100 91 
<50> í製糸・紡織作業者J の「染色工」 6.322 11. 9 100 60 
<51> í家事サービス職業従事者」の「家政婦」 28.738 100.0 100 153 
出所: r国勢調査報告』
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人のない業主J の実数の増加率が同一職業内における比重の上昇率を上回っている点には注目
されたい。これは就業者全体も増勢にあったことを示す。従って，少なくとも何らかの新しい
職業分野が，それも自営的就業者に担われるかたちで成長していると考えてよいた、ろう。この
カテゴリーはいわば肉体労働の雑務を概ね表すので，雑務の自営的就業化，あるいは何らかの
新しい雑務の成長が推測される。
なお， <06> rその他の外勤事務従事者j ， <11> r他に分類されない専門的・技術的職業従
事者j ， <13> rその他の建設作業者j ， <38> r他に分類されない技能工・生産工程作業者」
は，前述の <01> と類似したタイプのカテゴリーであるが， r雇人のない業主」の比重の上昇率
と実数の増加率の関係はいずれも <01> と同様で、ある。従ってこれらについても何らかの新し
い自営的分野が推測されるが，やはり明確な事例は連想しにくい。もっとも，例えば<11> を
構成する職業には通訳，ラジオ・テレビのアナウンサー，不動産鑑定士，アナリストなどがあ
って， rフリーのj 職業従事者の増加を伺わせるものが多い。
ついで、に，本表に残る類似のカテゴリー， <21> rその他の衣服・繊維製品製造作業者」お
よび<47> rその他の木・竹・草・つる製品製造作業者J を見ておこう。どちらも， r雇人のな
い業主」の比重の上昇率が実数の増加率を上回っているところに現れているように，各々の職
業の就業者全体は減少しているのであり，この点が今しがた触れた他の類似カテゴリーとは異
なっているところである。 <21> には毛皮裁断工，革製衣服製造工，鼻緒製造工，ふとん綿入
工， リボン製造工など， <47> にはげた製造工，木ぐし製造工，野球パット製造工，碁・将棋
盤製作者，ビールだる製造工，折箱製造工など，零細さや衰退を想起させる職業がかなり含ま
れている。
<02>の「包装工J は，やはり「雇人のない業主」が比重も実数も大きく増加している職業
である。だが比重それ自体が<01> にも増して低いため，職業のあり方の変化の特徴として「雇
人のない業主」の増加をことさらに強調することはできない。ところでこの「包装工」では，
表には示していないが「雇人のない業主J のほかに 9 千人強の「家族従業者」や 1 万 8 千人強
の「家庭内職者」があり，これらを合計すると，約 1 割が雇用の外部で就業している。この意
味でいくぶん内職型の職業といえよう。ちなみに1980年には「家族従業者」は 9 千人弱， r家庭
内職者」が 2 万人弱と，一見したところ現状ときして変化がないようであるが，この間に「雇
用者J が11万人以上増加しているから，全体としてはむしろ雇用化の進んだ職業ということに
なる。
ただし，この <02> における「家庭内職者」の減少と「雇人のない業主」の著しい増加とい
う対比は，同じ雇用の外部での労働力調達が，前者から後者の形態に移行したことを示す。こ
れに近い傾向が見られるのは「衣服・繊維製品製造作業者」の各職業，すなわち <08> r和服
仕立工j ， <09> r婦人・子供服仕立工j ， <21> rその他の衣服・繊維製品製造作業者j ， <25> 
「刺しゅう工j ， <34> r男子服仕立工j ， <37> r ミシン縫製工J である。これらはすべて「家
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庭内職者j の f雇人のない業主j に対する比率がこの15年間で減少しており. <09>や<25>
は実数で見ても後者の方が多くなった。もっとも，これら 6 つの職業では「雇人のない業主J
の実数が減少している例が多く就業者総数の減少が基調にあるから. r雇人のある業主j の業務
縮小や廃業や過程で「雇人のない業主」へ移行するなどという事情も考慮しなければならない。
だがそうした具体的事情は，それら各々の従業上の地位にある就業者の年齢構成などを通じて
初めて類推可能なのであって，発表されている国勢調査結果のみに依拠している限り不明であ
る。
また，同様に「家庭内職者」比重の減少と「雇人のない業主J 比重の増加の見られるものと
して. r製糸・紡織作業者J の <10> r揚返工，かせ取工j. <33> r編物工，編立工j. <36> 
「織機準備工j. <50> r染色工j. rその他の技能工・生産工程作業者」の <12> r洋傘組立工j. < 
28> rがん具製造工j. <43> r漆塗師，まき絵師j. <46> rかぱん・袋物製造工j. r窯業・
土石製品製造作業者J の <15> r陶磁器工j. rパルプ・紙・紙製品製造作業者」の <18> r紙
器製造工j. r時計・計器・光学機器組立・修理作業者」の <27> r時計組立工・修理工j. r木・
竹・草・つる製品製造作業者J の <31> r草・つる製品製造工j. <39> r木工j. r電気綾械器
具組立・修理作業者」の<42> r電気機械器具組立・修理工J 合算，の各職業を挙げることが
できる。これらの中には明らかに衰退型の職業と考えられるものも多い。例えば「製糸・紡織
作業者J の各職業は就業者総数が相当減少しているものばかりであり，そのなかには<10>の
ように1997年改訂の日本標準職業分類で分類項目が廃止. rその他の紡織作業者J のカテゴリー
へ統合されるため，おそらく本年実施の国勢調査結果以後は見られなくなる小分類もある。い
ずれにせよこれまで述べた職業における「雇人のない業主J の比重上昇と「家庭内職者J の比
重低下の関連についてはもう一度後述する。
きて，実数で16倍増と激増した<03> r情報処理技術者J へ目を転じよう。いわゆるフリー
の S E (システムエンジニア).フリーのプログラマなどの輩出，あるいは SOHO のような業
態での就業の増加が想起される数値であるが，それでも就業者総数に占める比重は表に見られ
るとおり1. 6%にすぎない。こうして，現状に関して示した表 2 のようなリストに「雇人のない
業主J のある職業の典型としてあがることはあり得ないため，その比重の変化を本表のように
後づける必要が出てくるわけである。共同研究者とともに私が行った取材からわかるのは，そ
うしたフリーの SE には下請型のソフトハウスの紹介を通じるなどしながら，仕事を再下請し
ている例が一定数存在するということだ(鎌田耕一 [99J. pp.110-111.) 。なお，同じ SOHO
型就業でも，ワープロ入力などを行う請負型テレワークは，ここでの数値に入っておらず，お
そらく <19>の「速記者，タイピスト J として数えられていると思われる。
そこで<19> を見れば. r雇人のない業主」は比重こそ上昇しているが，実数は減少しており，
請負型テレワークが話題に上る頻度とは違和感の残る結果となる。これについてはまず当然の
ことながら，本来のタイピスト等の就業者がここ 15年で著しく減少したという事情を考えなけ
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ればならない。電話交換部門に続いて，相当数の和文タイピスト部門が，数多くの企業におい
てこの間に消滅，縮小しているはずである。各種登記や契約向けの文書のために必需品であっ
た和文タイプライターの地位がワードプロセッサの普及とともに急激に下がったことは論を待
たない。こうして，従来の「速記者，タイピスト」の「雇人のない業主」の減少に，請負型テ
レワーク就業者の混入している数値がこの <19> ということになり，その内訳は不明である。
<04>の「広告宣伝員j の「雇人のない業主」は，実数で約 7 倍増とやはり相当な伸ぴをし
ている。また全就業者の約 2 割が「雇人のない業主」であることからみて，かなり自営型の職
業であるといってよい。その職業の内容はファッションモデル，マネキン，ビラ配り人，サン
ドイツチマンなどである。
<05>の「集金人J は，就業者総数の減少傾向にも関わらず絶対数で「雇人のない業主」が
増加している職業である。このような量的傾向を示す職業は少なく， <15> , <18> , <21> , < 
25> , <40> といったところだ。それらのうち <40> í自転車組立工・修理工」を除いて，す
べてが先に触れたような「家庭内職者J の減少を伴っている職業である。当然ながら「集金人J
には「家庭内職者」はおらず，この職業の「雇人のない業主」の増加は， í雇用者J が 2 万 1 千
人減って「雇人のない業主」が 9 千人増えた，という単純化しやすい増減になっている。その
職業内容は，約3500名が NHK の受信料集金員である(鎌田耕一 [99J ， p.138.) ほか，各種料
金，購読料，公衆電話料金，保険料等の集金人であり，特に新しい種類の職業の存在は考えに
くい。従ってあくまで推測であるが，この「集金人」にあっては，その労働力調達の形態とし
て雇用者から自営的就業者への切り替えが行われた可能性が強い。
続いて <06>の「その他の外勤事務従事者」について「雇人のない業主」の比重と実数の対
1980年比を見れば，就業者総数増加の中で「雇人のない業主J がそれを上回って増加したこと
がわかる。また， 95年時点での比重48.6%は，表 2 で見るように「個人教師」などより高い比
重である。その職業内容は主に各種の検針員であるが，集金人と同様に雇用者からの自営化が
行われた可能性がある。
<07>の「清掃員」についても， í雇人のない業主J の比重と実数の動きは<06> と似通った
ものがある。もっとも，総就業者に占める比重が3.6% と低いことから見て，ガラス拭き，煙突
掃除，白あり駆除など，一定の体力や熟練度をもっ就業者が単独あるいは少人数で仕事を行う
分野において「雇人のない業主J が増加していると推測される。
<14>の「公認会計士，税理士J における「雇人のない業主J の実数の増加は独立開業の多
さを物語るものではあろうが，本稿で論考する準備はない。
<16>の「文選工，文字組版作業者」は，就業者総数の減少している点で上記<08> などの
衰退型職業に類するが， í家庭内職者」はいない。この職業カテゴリーは， 1997年改訂の日本標
準職業分類において「文字組版作業者J と改称されているが，その職業内容は「電算写植機・
電子組版機などで文字を配列する仕事J となっている。「植字工」などもその内に入れられてい
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るが，総じて機械化による要員減が継続的に進んできた職業といえるので，ここでの「雇人の
ない業主」の比重上昇は要員面の零細化あるいは廃業化の過程が数値に表れていると考えてほ
ぽ間違いなかろう。
<17> の「配達員」は，約2.5倍と比較的急激に「雇人のない業主J の実数が増加した職業で
ある。職業の内容としては新聞配達人などのほか，宅配配達人，オートパイ宅配人があり，こ
うした分野で自営的就業者が多数参入しているのではないかと推察される。なお， トラックを
用いるものはこのカテゴリーに含まれず，国勢調査結果では「自動車運転者」に一括表示され
ている。
<20>の「文芸家，著述家」は当然のことながら「雇人のない業主j の比重が高いが，その
比重は上昇傾向にあり，また実数でも相当数の増加を見せている。小説家から各種作家，評論
家などのほか，翻訳家もこの職業の内容を構成しているので，請負型テレワークの翻訳従事者
の数字などはここに含まれているものもあろう。同じ職業中分類に属する <32>の「記者，編
集者J も基本的には類似の傾向を示し，雇用者からの「フリー化」を伺わせる。なおこちらの
職業において「雇人のない業主J の就業者総数に対する比重は当然のことながら軽い。
<22> の「船大工」において「雇人のない業主」の実数が半減，それで、もなお比重が高まっ
ているのは，おそらく衰退型職業における廃業化過程を映してのものである。 <23>の「飲食
店主J における「雇人のない業主」の実数増については，表にはないが1990年の同じく「雇人
のない業主j の実数をみれば，とりあえず妥当な要因が見いだせる。すなわち，同年に118 ， 782
人だったものが減少しているのが95年の数値であり， 80年と比較した比重および、実数の大きさ
は，ひとまずはバブル消費の余韻と考えられよう。
<24>の「音楽家J 合算の「雇人のない業主J の増加の意味を知るには文化産業の変容を後
づける必要があるが，本稿にその準備はない。ただし， 1980年の数値を用いるため表では合算
して示したが， 85年以降の国勢調査結果では音楽家が個人に教授するものとしないものに区分
して表示されている。それによって85年の同カテゴリーの就業者総数に占める「雇人のない業
主」の比重を 100 とした場合の95年の比重の数値を出すと，個人に教授するもので117%，個人
に教授するものを除いた音楽家で130%である。
<26>の「自動車整備工J ， <30> の「保険代理人・外交員J においては，就業者総数の増勢
の中で「雇人のない業主J が実数で相当数の増加を見せている。これらの職業においては市場
の拡大と独立化，あるいは廃業過程などが複雑に絡み合っていると考えられ，ここに見られる
自営的就業化の傾向が何を物語っているか検討する必要がある。
<29> の「土木工・舗装工J にあっては， í雇人のない業主J の実数は増加しているが，就業
者総数から見ればかなり小さな比重であり総体としての職業的背景とは関係づけにくい。建設
職種の中でも技能的要素の少ない職業であるうえ，広範な日雇労働市場のある分野でもあるか
ら，ここでの「自営化j の進展はおそらく独立あるいは雇用からの移行などというものではな
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い。むしろ， r雇人のある業主J が1980年の 4 万 8 千人から95年の 3 万 4 千人へと相当数減少し
ているところから，零細土木業者の廃業化過程の現れと考えた方が妥当かも知れない。
<35> の「船長・航海士・運航士(漁ろう船を除く)，水先人」は， r雇人のない業主J の実
数がほとんど変化しない中で，就業者総数が減少しているが，これによって何らかの「自営化J
の傾向は見いだしにくい。
<40>の「自転車組立工・修理工J は先に述べたように「雇人のない業主」の比重の上昇が
実数の増加を上回っている数少ない例である。すなわち，わずかながら就業者総数が減少する
傾向の中で， r雇人のない業主」の実数が増加しているわけだ。この職業カテゴリーでは「雇用
者」が7500人から6300人へ，また「家族従業者」が4500人から 3400人へ各々減少した一方で、，
「雇人のある業主J は700人から 1200人へ増加している。すなわち，雇人のあるなしにかかわら
ず業主だけは増加しているのであって，零細化の進展が推測される。
<41>の「電気工事人J は，就業者総数の増勢の中で「雇人のない業主」が比較的高い増加
を見せている。 <45>の「配管工，鉛工」も類似した傾向を示す。これらの職業は，建設作業
のなかでも「とぴ工」などの躯体職種と異なって下請系列が強固ではなく，従って独立が比較
的容易と考えられる。しかしながら， r雇人のない業主j の増加のテンポはかなりゆっくりした
ものであり，特徴づけは難しい。ちなみに， <45> にあっては「雇人のない業主J の比重が1990
年の国勢調査結果で9.8% まで上昇したあと，表に示す9.4% まで下降している。
<44>の「商品訪問・移動販売従事者J は，就業者総数の減少のもとで「雇人のない業主J
の比重が若干上昇している。 95年の比重が71.0%であることから元来かなり自営的な職業であ
り，比重の若干の上昇をもって自営化の進展と表現することは不可能で、ある。職業の内容は，
豆腐呼売人，医薬品配置販売人，行商人，露天商，化粧品訪問販売員などである。
<48> の「大工J ， <49> の「れんが積工，タイル張工j はいずれも就業者総数の減少傾向の
中で「雇人のない業主」の比重が横這い傾向という職業である。「大工J については廃業して下
請就業者化する事態が徐々に進展しており，自営的就業の問題点がいくつか典型的に見られる
ようになっている(鎌田耕一 [99J)0 rれんが積工J も市場の縮小の中でおそらく似たような状
況と推測されるが， rタイル張工Jについてはその種の縮小過程は進んで、いないように思われる。
11 国勢調査に表れない自営的就業
1. 道路貨物運送と傭車
国勢調査の職業小分類では道路上の旅客および貨物の輸送は一括して「自動車運転者J とし
て表示されるため，その内実は全くわからない。しかし産業の小分類にもとづ、いて同様の従業
上の地位を見てみれば， r道路貨物運送業」についての数値を拾うことができる。それによる
(1) 躯体技能職種については吉村臨兵 [99J を参照のこと。
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と， 1995年に就業者総数1 ， 692 ， 677人中， í雇人のない業主j は95 ， 701人で比重5.7% ， 80年には
1 ， 066 ， 819人中「雇人のない業主J 59 ， 996人，比重5.6% となる。すなわち，就業者総数の増勢
の中で， í雇人のない業主J もほぽ同じ比重を保って増加したことになる。
従って， トラック運転はとり立てて自営的就業化の進んだ職業とはいえない。とはいえそこ
での自営的就業については問題点が指摘されている。その主なものは， トラック運転における
労務請負とでもいうべき「傭車J が，業界の末端に位置する零細な地域的業者によって行われ
ていること，自家用トラックによる個人営業者が存在することである(斉藤実 [96J ， pp. 59-65, 
pp. 87-89.) 。傭車とは運転手付きでトラックを別会社に貸し出すことであり， トラック数台と
いう規模の業者がそれを行う結果，運転手の労働条件は二の次で受注優先となりがちである。
また，自家用トラックが末端の下請として違、法に営業を行っていても運輸省の統計には当然存
在しないため，実態が把握できない。
その一方で、，軽自動車による貨物運送については業者に対する保有台数の規制がないため，
個人営業を合法的に行うことができる。この個人営業者の連合体としては「赤帽」が有名だが，
近年になってこれら個人営業者を組織することによって雇用責任を回避しながら軽貨物運送の
ネットワークを構築する企業が現れた(山田晃 [99J) 。元来この業界は歩合給を基本にしてい
るため労働時間管理の意識が希薄であるとされているが(カーゴニュース編 [98J ， p.157.) , 
そのような背景のもとで「労働者J ではない自営的就業者が「組織J されることは就業条件を
どのように変えてゆくか注目すべきところだ。
2. 内職と請負型テレワーク
請負型テレワークは，家庭内の自営的就業という点からいえば常識的には内職に相当する。
だが前章でも触れたように，公式統計にはその実状は浮かび、上がってこない。このことは神谷
隆之 [97J が指摘している。
そこで職業安定政策上の内職の位置づけを振り返ってみよう。国勢調査上の用語法と必ずし
も一致するかどうかわからないが， í家内労働法J における「家内労働者」が通常の意味でいう
内職者である。この「家内労働者」は「委託j を受けて物品の製造又は加工等に従事する者(同
法第 2 条第 2 項)であり， í委託」とは他人に物品を提供して加工等を委託するか，他人に物品
を売り渡してその製造又は加工等に係る物品を買い受けることを約することを指す(同法第 2
条第 1 項)。すなわち家内労働は，委託側が概ね原材料の提供を行って仕事を発注するものと考
えればよい。
この考え方から， 1990年に労働省は「家内労働法におけるワーフ。ロ作業の取扱いについてJ
との通知を出し， í(l)ワーフ。ロ作業は家内労働法にいう『加工J に該当(2)フロッピーディスクな
どの提供または売り渡しは，家内労働法にいう『物品』の提供または売り渡しとみなすJ (r週
刊労働ニュース j 1990年 5 月 28 日号)とした。つまり委託者がフロッピーディスクを請負側の
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テレワーカーに提供すれば，この委託・受託関係は家内労働法の適用を受けることになる。こ
うして家内労働法による最低工賃等の確保がワープロ作業にも及ぶはずで、あった。
だが実際には，平成 7 年国勢調査において「速記者・タイピスト」の「家庭内職者」は姿を消
している。外付けハードディスクなどならばいざ知らず，安価なフロッピーディスクを提供す
ることによって家内労働法を適用され，煩雑な手続きをとらねばならなくなるのであれば，委
託者としては委託料にディスク購入代金を上乗せして(せずに?)請負側に勝手にそれを購入
させるのではないか。つまり，単なる発注・受注関係として請負側のテレワーカーに仕事を発
注する方を選ぶのが自然である。こうして，おそらく想定されていたよりはるかにフロッピー
ディスクが低価格化した結果，どうやらこの通知はあまり有効に生かされなかったようだ。言
いかえると，請負型テレワークを製造業的に「フロッピーディスクの加工J と見なす論理には
現実性がなくなったことになる。
ところで請負型テレワークに関するこうしたストーリーは， もし汎用の原材料を家内労働者
が購入できるのであれば，在来の家内労働にも当てはまることである。前章で触れた「家庭内
職者」から「雇人のない業主」への移行の可能性は，そうした事情についての考察の必要性を
示すものだ。すなわち，単なる産業構造や就業行動の変化によるのではなく，委託者が家内労
働法の適用を忌避することによっても内職者が減少したのかどうかという点を，検討する必要
がある。
なお，請負型テレワークが国勢調査で補足されにくい原因としては次のようなものも考えら
れる。それは，この就業形態が主婦の副業として機能している側面が強いということだ。国勢
調査では労働力調査に類似して， í家庭の主婦J であって，調査に先立つ 1 週間に就労しなかっ
た場合には，単なる主婦としてカウントされる。おそらく仕事の断続する例が多い請負型テレ
ワークにおいてこうしたカウント方法が採られた場合，相当数が補足されなくても当然のこと
で、ある。
補 自営的就業者としての主婦
見ようによっては主婦も自営的就業者といえる。この場合，彼女には雇い人が通常 1 人いて，
この雇い人は様々な企業や官庁に派遣される夫である。夫という派遣労働者の派遣先での就労
の対価として，家計には派遣代金が支払われるが，これが家族賃金となる。この家族賃金はあ
くまで「夫に対する」社会的評価であるように見えながら， 日々夫という派遣労働者の「福利
厚生j に心をくだきながら家計を切り盛りする主婦の活動についての対価も合算されているの
であって，この主婦の就労部分に対する社会的評価の暖昧さをそのまま表現する言葉が「内助
の功」ということになる。もし家族賃金が個人賃金の積算であれば，前者は後者の 2 倍以上に
なるはずで、あるがそうではない，という点はすでに多数の論者が指摘していることだ。こうし
て，主婦の労働は社会的に見れば間接的にしか評価されていないのだ、が，言い換えれば，間接
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的にはすでに社会的評価を受けているともいえる。すなわちその評価は，夫という派遣労働者
の市場評価を通じてのものである。
「女性の地位向上などというが，自分は会社と妻の間で給料を運んでいるだけだ。財布は全
て妻に握られているし，給料日以外には妻は温かく接してくれない。」といった言説について私
は，以前には既婚中年男性の得意とする単なる冗談，あるいは被害者意識として軽く考えてき
たのであるが，前段落のように主婦と家計の機能を考えてみると，こうした言説がむしろ実状
を示していることも多いということがわかる。すなわち，主婦の行う家事に対する社会的評価，
地域社会の評判といったことではなくさしあたり全社会的に通用する評価，つまり経済的評価
がどのようになされているかを，この言説は描写しているということである。夫を尻に敷こう
が敷くまいが，通常の雇用関係の外側で行われる派遣労働力の再生産活動，すなわち家事は，
全くの私事として家計の，あるいは主婦の自己責任に帰せられているから，主婦にとってその
活動が社会的に実証されたと感じられるのが夫の給料日だけだとしても，それはあながち極端
な事例ではなかろう。派遣事業主としての主婦は，夫の派遣先，通常の意味での夫の雇用主か
ら振り込まれる派遣代金を目にしなければ，自己の「事業」の社会的評価を知りえない。
なおこのように考えると，伊田広行の提唱する「シングル単位化j の合意が，ただ単に女性
も「夫と同様に」雇用されるというものではないことがわかる。ひとまず現状を見れば，成人
男性労働者を結婚してこそ一人前と見なす思考様式の一つの要因にはおそらく，上記のような
機能をもっ主婦あるいは家計によって何らかの意味で「管理されたj 労働力を欲する雇用側の
要請があろう。というのも当該の雇用労働者について健康面や生活態度の点での不安要素がな
るべく除去されている方が長期安定雇用に適合的なためだ。また，そうした管理の事業に携わ
る主婦が雇用側企業の取引先の血縁であるときや， r良家J の出で背後に経済的安定を有し管理
の能力も保持しているときなどは，なお良いということになる。だから，企業が自らに適合的
な労働力の調達や管理をアウトソーシングして派遣事業者や請負事業者に頼るという手法，す
なわち間接雇用の手法は，ある意味ですでに家計に対してとられてきたものだということがで
きょう。そこでもし「シングル単位化」が実現するとすれば，女性が「夫という労働力の派遣
事業主J でなくなって直接に雇用されるようになるとともに，男性も家計という派遣事業者に
媒介されない，文字どおり直接雇用の労働者へと変貌することになる。すなわち，男性(ある
いは女性)労働者が単独で、も自己の労働力を再生産できるように労働時間または賃金が変わら
ざるを得ない，といった量的変化の側面もさることながら，男性雇用労働者と雇用主との間に
これまで結ぼれていた「関係j が変わるのである。
もっとも， rこれまで結ぼれていたJ などと書いたものの，それが普遍的な関係だ、ったとはい
えない。第二次大戦後，安定した家計が大企業雇用労働者層と結びついてゆく一方で， r妻J と
いうよりは「女j との関係の断続のなかに生きる単身男性労働者の生業は，どちらかといえば
ヤクザな生活様式と見なされてきたというのが衆目の一致するところだろう。彼らはその意味
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で、いえば「管理されざる」労働者だったのだが，そうした労働者を「管理された」労働者へ，
すなわち家計の一員たる労働者へ変容させようとする力は近代化あるいは工業化のなかで常に
作用してきたといってよい。例えば玉井金五 [92J や杉原薫 [96J を見れば，戦間期の大阪に
おいて夫婦世帯の創出と維持が近代的労働力の養成策として重要視されていたことがわかる。
従って，近代化の過程のもとで，男性の長期安定雇用のひとつの要素として家計が労働者の
「派遣元」として確立されたことと，女性がその活動を直接に社会的に評価されない主婦とし
て固定化したことは，基本的に表裏一体の関係をなす事柄ではなかろうか。女性が「派遣事業
主」であるかぎり，その事業主の活動の対価は， I派遣代金J としての家族賃金に解消されるか
ら，その活動である家事が「賃金」として評価されることはあり得ない。このことは，他の事
業主や自営的就業者と同様で、あろう。ところでここでの推論からすれば， もし男性の長期安定
雇用の範囲が縮小すれば，それと並行して派遣元として機能しなくなる家計が増加することに
なるが，これが「シングル単位化」に直接つながるものかどうかを本稿で論じる準備はない。
おわりに
以上，主に国勢調査に沿って自営的就業化の傾向とその職業分野を見てきたが，家庭内職者
の減少傾向との関連づけや， Iその他の」で一括されるような職業のもう少し細かな実状につい
ては今後の研究課題としなければならない。また，現状ではあまり労働問題の文脈に乗ってこ
ないフリーのカタカナ職業についても，せめて支配的な契約関係だけでも明らかになるようで
なければ， Iサービス化」等と概括される現代の就業構造の変化を目の当たりにしたことにはな
らないであろう。こうした背景については ILO の「契約労働に関する条約案j に見られるよう
に労働法体系のなかに新たな視点，すなわち鎌田耕ーのいう「第 3 のカテゴリ-J (すなわち自
営的就業者)を導入するかどうかという検討課題も浮上している。従って当面，本稿でふれた
ような自営的就業の問題化している職業について，その労働力，というか労務サービスの取引
関係の特質を明らかにすることが必要となるだろう。
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